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Ⅳ．高大接続研究センターの活動

2018年度　活動報告　
　大谷　尚・依田　理恵子・浅井　珠未

（１）センターの体制
　2017年度末の専任教員の転出に伴い、2018年度から、センター長と事務補佐員１名で、センター
の運営を行った。また、高大接続に関する他大学の研究者として佐々木隆生氏（北海道大学名誉
教授、元北星学園大学経済学部教授）、光本滋氏（北海道大学大学院教育学院准教授）の２名を
引き続き研究員に委嘱した。
　高大接続研究センターの運営に関する事項は、教育発達科学研究科および教育学部附属中・高
等学校の教員によって構成された「高大接続研究センター運営委員」が開催する「高大接続研究
センター運営委員会」において審議される。2018年度は５月16日に第一回運営委員会を開催し、
2017年度の事業報告、2018年度の事業計画の報告および今後の調査・研究の内容について審議を
行った。運営委員会での決定事項を踏まえ、実務的な会議を大谷センター長、依田事務補佐員（８
月末退職）、浅井事務補佐員（10月着任）で、必要に応じて不定期に開催した。

＜2017年度 高大接続研究センター運営委員＞

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2018年4月現在）

＜高大接続研究センターの組織図＞

名　前 所　　　属

大谷　　尚 大学院教育発達科学研究科 教授、附属高大接続研究センター長

渡邉　雅子 大学院教育発達科学研究科 教授

服部　美奈 大学院教育発達科学研究科 教授

松本真理子 心の発達支援研究実践センター こころと社会のつながり分野 教授

溝川　　藍 大学院教育発達科学研究科 准教授

中嶋　哲彦 大学院教育発達科学研究科 教授 附属中・高等学校長

三小田博昭 附属中・高等学校 副校長

原　　順子 附属中・高等学校 特任教員 
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＜高大接続研究センターの組織図＞ 

 
 

（2）活動報告 

高大接続研究センターの事業は、①高大接続型教育とグローバル教育に関する調査研究、②高大

連携プログラムの推進と高大接続のための高度化と AP 化、③附属学校から名古屋大学へのグローバ

ル人材育成を目的とした高大接続入試の実現、④研究成果の社会への発信と高大接続のためのネッ

トワーク構築、⑤教職に就くための高大接続改革についての理解を促進するプログラムの開発およ

びアドミッション・オフィサー養成プログラムの構築である。 

 

① 高大接続型教育とグローバル教育に関する調査研究 

2018 年度は、高大接続や大学入学者選抜などに関する講演会やセミナーに参加し、情報の収集お

よび調査を行った。 

 

  

上記の内、①には道内の高校から多くが参加していたが、パネルディスカッションで、フロアの高

校側参加者から、「新たな大学入学共通テストを受験し、北大の新たな入学者選抜方法によって北大

に進学しようとしている生徒たちは、すでに１年生として高校に入学している。それにもかかわら

ず、北大がどのような入学者選抜を行おうとしているのか、現時点でもまったく公表されていない

のはおかしいではないか？ どうなっているのだ？」と強く北大側に抗議する質問もあった。これは

名古屋大学大学院教育発達科学研究科長

高大接続研究センター（CHET） 
センター長 
研究員 
特任教員 
事務補佐員 

高大接続研究センター運営委員会

名古屋大学教育学部 
附属中・高等学校 

日 程 タイトル・内容 場 所 

① 2018 年 5 月 18 日 北海道大学入試改革フォーラム 2018 参加 北海道大学 

② 2018 年 5 月 24 日～26 日 
平成 30 年度全国大学入学者選抜研究連絡協議会（入研協）

大会（第 13 回）参加 
電気通信大学 

③ 2018 年 6 月 10 日～15 日 
米国の大学進学独立カウンセラーのカンファレンス（HECA 

CONFARENCE ）参加 
米国ダラス市 

④ 2018 年 10 月 16〜24 日 モンゴルでの高大接続に関する情報収集 
モンゴル国立大学、モン

ゴル国立教育大学等 
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（２）活動報告
　高大接続研究センターの事業は、①高大接続型教育とグローバル教育に関する調査研究、②高
大連携プログラムの推進と高大接続のための高度化とAP化、③附属学校から名古屋大学へのグ
ローバル人材育成を目的とした高大接続入試の実現、④研究成果の社会への発信と高大接続のた
めのネットワーク構築、⑤教職に就くための高大接続改革についての理解を促進するプログラム
の開発およびアドミッション・オフィサー養成プログラムの構築である。

①高大接続型教育とグローバル教育に関する調査研究
　2018年度は、高大接続や大学入学者選抜などに関する講演会やセミナーに参加し、情報の収集
および調査を行った。

　上記の内、①には道内の高校から多くが参加していたが、パネルディスカッションで、フロア
の高校側参加者から、「新たな大学入学共通テストを受験し、北大の新たな入学者選抜方法によっ
て北大に進学しようとしている生徒たちは、すでに１年生として高校に入学している。それにも
かかわらず、北大がどのような入学者選抜を行おうとしているのか、現時点でもまったく公表さ
れていないのはおかしいではないか？ どうなっているのだ？」と強く北大側に抗議する質問も
あった。これは本学を含め、ほとんどの国立大学に共通する問題であり、北大だけに向けられた
抗議・質問ではないと理解した。また新たな入学者選抜においては、「点」としての入学テスト
の点数より、「線」としてのその生徒のこれまでの学習歴や活動歴を重視するべきだとされてい
ることから、別の高校側参加者から、「そのような入学者選抜になれば、結局、SSHやSGHの指
定校など、ブランド力のある高校からの出願者が、学習歴や活動歴も豊かになるし、経歴の見栄
えも良くなるので、有利になるのではないのか？」という質問も出された。これには、北大側は、「決
してそのような事は無い」と回答していたが、そのための具体的な方策は示されなかった。しか
もそれは、その直前に行われた、福原正大氏〈Institution for a Global Society　代表取締役社長
／一橋大学大学院・慶応義塾大学　特任教授〉による「現状報告」での、学歴を見ないで採用し
ているとされる大手企業も、福原氏の会社のAIによる分析では、結局学歴で採用していること
が分かったという報告をまったく考慮しない、エビデンスの伴わない回答であると感じられた。

日  程 タイトル・内容 場  所

①2018年5月18日 北海道大学入試改革フォーラム2018 参加 北海道大学

②2018年5月24日～ 26日
平成30年度全国大学入学者選抜研究連絡協議会

（入研協）大会（第13回）参加
電気通信大学

③2018年6月10日～ 15日
米国の大学進学独立カウンセラーのカンファレ
ンス（HECA CONFARENCE ）参加

米国ダラス市

④2018年10月16 〜 24日 モンゴルでの高大接続に関する情報収集
モンゴル国立大学、
モンゴル国立教育大学等
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このようなあり方こそが高大接続の間の大きなギャップを作っており、「取り手市場」の改革に
しかならないと高校側に思わせる原因であると自戒的に理解した。
　なお、①と②については、それぞれ北海道大学と大学入試センターのページに、詳細な報告が
掲載されている。また、③のプログラムは、HECAのページから取得できる。

②高大連携プログラムの推進と高大接続のための高度化とAP化
　高大連携プログラムの推進では、高校生向け講座「学びの杜・学術コース」の運営を行った。
この講座は、夏季休暇を中心に７月から翌８月にかけて、名古屋大学の教員を中心とした学問研
究の最前線で活躍する研究者たちが、それぞれの学問領域における大学レベルの「学び」を体験
する機会を高校生たちに提供するもので、2005年の開始から13年目を迎えた。近年の当センター
のさまざまな努力によって、受講者は何年か前の100名程度から、200名程度の２倍に増えており、
受講希望者の少ない講座はほとんど無くなってきている。また、受講者に実施したアンケート結
果から、この講座は名古屋大学への進学を志望する高校生にとっては、その志望意志を強くする
機会であり、名古屋大学以外への進学を志望する高校生にとっては、志望する学部の研究内容を
知ることができる良い機会となっていることが分かった。また、講師同士の情報交換や経験交流
を目的として、メーリングリストを立ち上げた。
　夏季休暇中に、２泊３日の短期集中型で行っている附属学校の「中津川プロジェクト」（2018
年８月６- ８日）において、運営のサポートを行った。これは前年度まで、「東海地区国立大学協
同利用中津川研修センター」を利用して行ってきたものであるが、同センターが2017年度末をもっ
て廃止されたことに伴い、今年度は、岐阜県恵那市串原の奥矢作レクリエーションセンターを利
用して開催された。なお今回初めて、名古屋大学教育学部附属高校以外の高校である愛知県立瑞
陵高校の生徒も参加して行われた。

中津川プロジェクト
（１）目的
　様々な分野の大学教員から講義を受けることにより、教科を超えた学問に触れ、学んだ知識を
統合し、課題の本質について他者と協同しながら主体的に探究し続ける意欲を養う。

（２）実践　
日時：2018年８月６日（月）～８日（水）
場所：奥矢作レクリエーションセンター（岐阜県恵那市串原）
目的：教科を超えて学問に触れる。大学の学問と連携する。
参加生徒：本校25名、留学生１名、愛知県立瑞陵高校７名、計33名。
引率者：植田健男教育発達科学研究科長、本校教員５名、海外研修教員２名、看護師１名、計10
名。講師：足立守環境学研究科地震火山研究センター特任教授。根本二郎アジア共創教育研究機
構機構長・教授（経済学研究科教授）。岡崎研太郎医学部地域医療教育学講座講師。髙橋徳幸医
学部地域医療教育学講座助教、中東正文法学研究科教授。藤巻朗アジア共創教育研究機構副機構
長・教授（工学研究科教授）。大林達夫中津川鉱物博物館館長、計７名。総計49名。
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（３）評価
　今年度は本校生徒だけで無く、他校（瑞陵高校）の生徒にも参加を呼びかけて実施した。その
ため、生徒にとっては初対面の他者と協同する学びができ、本学にとっては地域貢献の機会となっ
た。参加生徒の事後アンケート結果は以下のようであり，例年以上の成果があった。（名古屋大
学教育学部附属中・高等学校 平成31年３月発行 平成28年指定 スーパーサイエンスハイスクール
研究開発実施報告書 第３年次（３期）より）

  

  

③附属学校から名古屋大学へのグローバル人材育成を目的とした高大接続入試の実現
　この事業内容は名古屋大学の第３中期目標に「Ｋ10 海外拠点等を活用し、海外の中等教育機
関との連携を強化し、優秀な留生の確保ができるよう、推薦制度の導入など選抜方法等の改善に
取り組む。」とあることをその根拠として設定されたものである。しかし2017年度からの入学定
員における留学生人数の扱いの変更や留学生教育についての本学のミッションについての再検討
などを背景に、大学本部が第３中期目標からこれを削除したため、本研究科と本センターとして
もこの事業の直接の実現は断念し、新たな形態を再検討中である。
　ただし、本学の指定国立大学法人構想と東海国立大学機構の設立による新たなマルチ・キャン
パスシステムの樹立に伴う大きな変革の中で、これを再度検討する必要が生じる可能性が無いと
は言えないため、多様な情報収集を継続し、関係各方面と協議を継続している。

④研究成果の社会への発信と高大接続のためのネットワーク構築
　2018年度は、レクチャーシリーズとして、本学高等教育研究センターの招聘セミナーとの合同
で行った３件と単独で収録した１件があり、これらはすでに、映像（動画）を公開している。ま
た、紀要本号その逐語記録とスライド資料を収録している。

自分のことは自分で決めて行きたいと意識するようになった

とても
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41%やや

当てはまる
53%

あまり
当てはまらない
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全く
当てはまらない
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自分で考えて行動したり、発言するようになった

とても
当てはまる
38%やや

当てはまる
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あまり
当てはまらない
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全く
当てはまらない
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学習に対して意欲的にとりくめるようになった

とても
当てはまる
44%やや
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自分の将来のことに関心をもつようになった
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当てはまらない
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　なお、2019年３月に「高大接続研究センター紀要第４号」（本号）を発刊した。

・高大接続に関する講演と情報提供
　センター長である大谷尚教授は、研究成果の社会への発信のために、下記の講演と情報提供を
行った。

　上記のうち①と②は、①は理系地区で主に理系学生・教員を対象に、②は文系地区で主に文系
学生・教員を対象に開催した。今回は、上記の北海道大学入試改革フォーラムで体験した高校生
とその保護者の不安を考慮し、教育学部附属学校生徒とその保護者にも公開した。参加者は、参
加者の属性ごとに区分すると、①が教職員３名、学部生12名、大学院生２名、附属高校生４名、
附属高校生保護者11名、合計32名であり、②が名大教職員２名、外部教職員２名、学部生７名、
大学院生４名、附属高校生３名、附属高校生保護者10名、合計28名であった。またこれは、本学
の学生が、教員採用試験の準備をする際に、高大接続改革の現状を合わせて学び、理解できるよ
うにすることを目的として、愛知、岐阜、静岡、三重の４県の教員採用試験の前に設定した。
⑤では、一校の中の緊密な環境で実施したために、高校教員の切実な問題意識が示され、今後の
研究のために大いに参考になった。

・レクチャーシリーズ
　本センターの事業のひとつである「レクチャーシリーズ」の収録・配信を行った。これは専門
家を講師に招き、高大接続に関する話題について講じた様子を収録して本センターのWEBペー
ジで広く配信するもので、本学の高等教育研究センターと共催で開催した公開講演３本、個別収
録したもの１件の合計４本を実施した。またこれらの逐語記録をセンター紀要第４号（本号）に
掲載した。

日  程 タイトル・内容 場  所

① 2018年6月19日
第３回教職を志望する名大生のための

「高大接続セミナー」
名古屋大学ES総合館
２階 ES203講義室

② 2018年6月22日
第３回教職を志望する名大生のための

「高大接続セミナー」
名古屋大学教育学部本館
２階大講堂

③ 2018年10月16-24日 モンゴルでの日本の高大接続に関する情報提供
モンゴル国立大学、
モンゴル国立教育大学等

④ 2018年11月15日 教育実習事後指導での高大接続に関する講演
名古屋大学IB電子情報館
大講義室

⑤ 2018年11月30日 高大接続改革についての講演と意見交換 名古屋市立桜台高等学校
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　10月23日の公開講演会の様子

【レクチャーシリーズの内容】

 上記のうち①②④は、高等教育研究センター招聘セミナーとの共催による。③は聴衆無しの独
自収録である。

   

収録日 タイトル 講　師 収録場所

①2018年
10月26日

フランスの高大接続からのヒント
-思考力・表現力と内申点の評価-

細尾　萌子
（立命館大学准教授）

文系総合館
アクティブラーニング
スタジオ

②2018年
10月26日

韓国の大学入試改革の現在
－私教育抑制政策と教育機会の格差－

松本　麻人
（名古屋大学・教育学部
准教授）

文系総合館
アクティブラーニング
スタジオ

③2018年
10月29日

（個別収録）

答えは目の前の学生から
～アサーティブプログラム・
　　　　　　　　アサーティブ入試～

志村　知美
（追手門学院大学アサー
ティブ課課長）

教育学部大会議室

④2018年
12月７日

高大トランジションの達成を目指した
入試・教育の設計と開発
−京工繊のダビンチプログラム −

山本　以和子
（京都工芸繊維大学 
准教授）

文系総合館
アクティブラーニング
スタジオ
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・高大接続研究センター紀要
　本号を刊行した。

・WEBページ
　2015年度に開設した本センターのWEBページでは、高大接続に関する最新情報や全国の大学
に設置されている高大接続関連の研究センターへのリンクを掲載し、高大接続関係のあらゆる情
報がこのページを通して得られるように、引き続き内容の充実を図った。また、上記のレクチャー
シリーズの案内や、レクチャーの映像配信も行った。

⑤教職に就くための高大接続改革についての理解を促進するプログラムの開発およびアドミッ
ション・オフィサー養成プログラムの構築
１）『教職を志望する名大生のための「高大接続」セミナー』（再掲）
 　現在の本学の教職課程を高大接続改革に対応したものにす
るための教職課程開発や、高大接続についての学習など、大
学側と高校側に必要とされる人材育成のためのカリキュラム
開発を目指すために2016年度に事業に追加された「教職に就
くための高大接続改革についての理解を促進するプログラム
の開発」では、2018年６月に、「第３回 教職を志望する名大生
のための高大接続セミナー」を開催した。これは同内容を２
回行い、１回目は６月19日に理系地区で主に理系学生・教員
を対象に、２回目は６月22日に文系地区で主に文系学生・教
員を対象に開催した。またこれは、本学の学生が、教員採用
試験の準備をする際に、高大接続改革の現状を合わせて学び、
理解できるようにすることを目的として、愛知、岐阜、静岡、
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三重の４県の教員採用試験の前に設定した。さらに今回は、上記の北海道大学入試改革フォーラ
ムで体験した高校生とその保護者の不安を考慮し、教育学部附属学校生徒とその保護者にも公開
した。参加者は、参加者の属性ごとに区分すると、６月19日が、教職員３名、学部生12名、大学
院生２名、附属高校生４名、附属高校生保護者11名、合計32名であり、６月22日名大教職員２名、
外部教職員２名、学部生７名、大学院生４名、附属高校生３名、附属高校生保護者10名、合計28
名であった。

２）アドミッション・オフィサー養成プログラムの構築
　昨年度、米国の大学選択・出願に際して、高校生を援助するのは、高校側のカレッジ・カウ
ンセラーが一般的だが、実際には、この職務を独立して行う独立カウンセラー （independent 
counselor）という存在がある。これらの人々は専門職団体を形成しており、その１つがHECA: 
Higher Education Consultants Association である。2018年６月に、米国ダラス市で、この団体
の年次会合 HECA Conference 2018 が開催されたので、情報収集のために参加した。
　そもそも、高大接続システム改革会議の「中間まとめ」（2015年９月）と「最終報告」（2016年３月）
で、文部科学省関係公文書に初めて登場した概念として「アドミッション・オフィサー」がある。
そこでは高大接続改革後の入学者選抜を担うアドミッション・オフィサーに触れ、「多面的・総
合的評価による入学者選抜を支える専門人材の職務の確立・育成・配置等に取り組むことが必要」
としている。しかし、当該人材を養成するプログラムは我が国に無いため、本センターでは、本
研究科と連携して新たな研究課題として進めている。
　そこで、2016年度に研究科長裁量経費の支援を受けた事業名「高大接続型選抜を担うアドミッ
ション・オフィサー養成プログラムの構築に関する研究」を実施するために、2017年３月13-20
日に米国マサチューセッツ州の４大学において、アドミッション部門とアドミッション・オフィ
サーについての実態調査を行った。そこでアドミッション・オフィサーに必要とされる資質、能
力、学位、採用基準、職務内容、訓練機会、生涯のキャリアプラン、またアドミッション部門と
IR部門との連携等について情報を得たが、アドミッション・オフィサーと高校側のカレッジ・カ
ウンセラーの合同の協会であるNACACやAACRAO（The American Association of Collegiate 
Registrars and Admissions Officers）、NEACAC（The New England Association for College 
Admission Counseling）などが、アドミッション部門の発展や職務スキルの向上に大きく機能し
ていることも明らかになった。そこで、実際にNACACの全体会議にも参加し、調査を行った。
この会議に参加したことで、アドミッション・オフィサーとカレッジ・カウンセラーとが生徒の
ためにより優れた仕事を提供できるよう、どのような情報交換と経験交流を行っているのかを知
ることができた。これらについては、紀要２/ ３号の、「「高大接続型選抜を担うアドミッション
オフィサー養成プログラムの構築に関する研究」に関する調査報告 : １。アメリカの大学のアド
ミッション部門とアドミッションズ・オフィサーに関する調査報告」と、「「高大接続型選抜を担
うアドミッションオフィサー養成プログラムの構築に関する研究」に関する調査報告 : ２。2017
大学入学者選抜に関する全米大会への参加報告」ですでに報告した。
　しかしこの会議で、大学にも高校にも属さず、独立して高校生の大学選択や大学への出願を支
援する職を行う人々があることを知った。その人達が、独立カウンセラーであり、その全国会合
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であるHECA2018に、2018年６月に参加した次第である。これについて本号にⅡ報告①「米国の
大学進学独立カウンセラー協会の年次会合HECA Conference 2018 への参加報告とそれにもとづ
く米国大学入学者選抜についてのいくつかの検討（2018. ６.11-15 テキサス州ダラス）」を掲載し
ている。

３）「日本型アドミッション・オフィサー養成とカレッジ・カウンセラー（高校側進路指導教員）
育成のためのプログラムの構築」
　前述の通り、昨年度は、「研究科長裁量経費」の支援を受けた「高大接続型選抜を担うアドミッ
ション・オフィサー養成プログラムの構築に関する研究」として、米国４大学でアドミッション
部門とアドミッションズ・オフィサーの聴き取り調査を行った。その結果、アドミッションズ・
オフィサーに必要とされる資質、スキル、専門的知識などの情報を得たが、この職は「学部単位
で入学者を決めない」「教員が入学者選抜に関わらない」という特徴を有する米国の学部入学者
選抜制度に基づいているため、この専門職を日本型に再構築する必要も明らかになった。その際、
大学のアドミッションズ・オフィサーと呼応し協働する高校側のカレッジ・カウンセラー（進学
指導教員）の機能が重要であることが明らかになった。そこで前年度に得られた知見を基盤とし、
アドミッションズ・オフィサーの養成とカレッジ・カウンセラーの育成のためのプログラムの構
築を研究するため、2017年度の「研究科長裁量経費」に事業名「日本型アドミッション・オフィサー
養成とカレッジ・カウンセラー（高校側進学指導担当者）育成のためのプログラムの構築」を申
請し、支援を受けて研究を進めた。
　本年度はさらに、追手門学院大学のアサーティブオフィサーなど、アドミッションオフィサー
類似職務について、情報収集をおこなった。
　以上の調査の結果をもとに実際の運用上の課題を抽出し、日本型アドミッション・オフィサー
養成プログラムの構築のための検討を進めた。また、カレッジ・カウンセラー育成については、
その概念整理を行なうとともに、米国と日本の高校教育や大学入学者選抜の相違を明らかにしな
がら、日本の高等学校進学指導担当教員に必要される知識・スキルの育成を含むプログラムを検
討している。その際、米国の独立カウンセラーの調査の結果も有益な情報としている。それを通
して、現在の日本の高校での大学進路指導の問題についても、今後明らかにすることになる。
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＜プログラム＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 




